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研究成果の概要（和文）：本研究「因果性の識別と社会厚生の最大化を両立させたフィールド実験の理論・実証
研究」は、節電に対する効果的な介入方法を実証的に明らかにする研究であり、電力小売全面自由化後の節電行
動変容を促して、フィールド(社会)実験を用いて結果を検証します。フィールド実験では、因果性の識別のため
に、無作為比較対照法という手法を用います。しかし、この手法は介入の効果の最大化を保証せず、「誰が介入
を受けるべきか」の問題を解決できません。本研究では北川透等が考案した実証的厚生最大化メソッドを用い
て、因果性の識別と社会厚生の最大化の問題を双方あわせて吟味検討しました。

研究成果の概要（英文）："A Theoretical and Empirical Study of Field Experiments Reconciling 
Identification of Causality and Maximization of Social Welfare" is a study to empirically clarify 
effective intervention methods for electricity conservation, encourage changes in electricity 
conservation behavior after the full deregulation of electricity retailing, and verify the results 
using field (social) experiments. In field experiments, a random comparison control method is used 
to identify causality. However, this method does not guarantee maximization of the effect of the 
intervention and cannot solve the "who should receive the intervention" problem. In this study, the 
empirical welfare maximization method developed by Toru Kitagawa and others is used to examine both 
the identification of causality and the maximization of social welfare.

研究分野： 応用経済学

キーワード： フィールド実験　因果性　実証的厚生最大化 　無作為比較対照実験
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　スマートコミュニティ社会実証は日本初の大規模RCTですが、今後はエネルギー環境経済学分野のみならず、
教育・医療・福祉経済学等の分野でも大いに活用が期待され、どうすればRCTの運用がうまくいくのか、どのよ
うな介入が効果を持つのか、学術的知見の共有をはかりました。さらに、学術的な面でインセンティブを用いた
節電の効果的な介入方法を検証し、RCTとEWMを組み合わせた方法論の確立を目指し、社会的な面でエビデンスに
基づくデマンド・レスポンスの政策形成に寄与しました。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
本研究「因果性の識別と社会厚生の最大化を両立させたフィールド実験の理論・実証研究」は、

節電に対する効果的な介入方法を実証的に明らかにする研究であり、電力小売全面自由化後の
節電行動変容を促して、フィールド(社会)実験を用いて結果を検証します。フィールド実験では、
因果性の識別のために、無作為比較対照法(Randomized Controlled Trial: RCT)という手法を用
います。しかし、この手法は介入の効果の最大化を保証せず、「誰が介入を受けるべきか(Who 
should be treated)」の問題を解決できません。本研究では北川透等が考案した実証的厚生最大
化メソッド(Empirical Welfare Maximization: EWM)を用いて、因果性の識別と社会厚生の最大
化の問題を双方あわせて吟味検討します。 
 
２．研究の目的 
 
 第一に、近年、開発経済学・エネルギー環境経済学のような、ミクロ計量経済学の分野では、
無作為比較対照法(Randomized Controlled Trial: RCT)が因果性を識別するための黄金律となっ
ています。例えば、米国エネルギー省では、連邦予算に基づく電力消費のダイナミック・プライ
シング 社会実験のガイドラインを策定し、介入効果を正しく測定するために、産官学連携のア
ドバイザリー・ボードを設置し、RCT を行うことを推奨しています([1]参照)。 
日本でも、2011 年に発生した東日本大震災とその後の電力供給不足から、需要家に負担をかけ
ずに、需要を供給に合わせる節電(デマンド・レスポンス)が必要とされています。こうした流れ
を受けて、経済産業省が主導した「次世代エネルギー・社会システム実証事業(スマートコミュ
ニティ社会実証)」においても、RCT を用いて、ダイナミック・プライシングは約 20%の節電効
果があることを検証しました([2]参照)。 
スマートコミュニティ社会実証は日本初の大規模 RCT ですが、今後はエネルギー環境経済学分
野のみならず、教育・医療・福祉経済学等の分野でも大いに活用が期待され、どうすれば RCT
の運用がうまくいくのか、どのような介入が効果を持つのか、学術的知見の共有が求められてい
ます。 
 第二に、今後の社会実装化が進むと期待される RCT フィールド実験ですが、平均的介入効果
(Average Treatment Effect: ATE)を識別する内的妥当性において優れますが、介入を受ける人
の効果に異質性がある場合、「誰に介入するべきなのか(Who should be treated)」の問題には答
えを与えません。この問題に一つの解答を与えたのが、北川透等が考案した実証的厚生最大化メ
ソッド(Empirical Welfare Maximization: EWM)です([3]参照)。 
詳細な説明は APPENDIX において後述するとして、簡単に言えば、EWM とは ATE の社会的
最大化を目的とし、あらかじめ与えられたルールの枠組みの中で、それを探すアルゴリズムです。
RCT のデータから、2つのステップに分けて、EWM のルールを推定します。 
①  ランダムに分けられた二つの集団のうち、RCT を片方の集団にのみ行います。 
②  ①から得られたデータから、属性別にカテゴライズ化された ATE を求め、もう片方の集
団に対して、社会全体の ATE を最大化する EWM ルールを推定します。 

しかしながら、EWM はまだ理論的な提唱段階に留まり、RCT の実験設計の中で、実際に運
用されたことがありません。本研究では、学術的な面でインセンティブを用いた節電の効果的な
介入方法を検証し、RCT と EWM を組み合わせた方法論の確立を目指します。そして、社会的
な面でエビデンスに基づくデマンド・レスポンスの政策形成に寄与します。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究で何を明らかにするのか、介入方法、実験計画に分けて説明します。 
①  介入方法 
 行動経済学の介入策であるナッジを提唱し、2017年にノーベル経済学賞を受賞した R. Thaler、
同じくナッジの提唱者である C. Sunstein、向社会的行動の変容の研究で知られる U. Gneezy等
は、ちょっとした工夫で行動を変えさせるナッジのみでは効果が弱く、効果が持続しないので、
インセンティブも併用すべきだと主張しています([4][5]参照)。 
本研究では、ナッジとなる情報提供と合わせて、家庭の節電に対するインセンティブ(リベート
等)を与えることで節電を誘導する工夫を講じます。特に、昼間の在宅率が高い家庭や、省エネ
性能の低い家電を多く使用する家庭、細かな節電に無頓着な家庭は、ピーク時の節電余地が大き
いと考えられます。 
そこで、次に述べる方法で対象者に節電を促し、その効果の検証を行います。最初に、節電余地
の大きな家庭に向けて、ナッジで認知バイアスを解消した上で、節電に成功すればリベートを与
える RCTを行います。次に、この RCTとは別に、EWMを用いて、対象となる家庭を電力消費量、



 

 

負荷率、保有家電、在宅率等の個人属性を基に選定したグループで、リベートを与えて効果を検
証します。投入するリベート総額が同じであっても、個人属性を基にして対象者を選抜すること
で、介入の効果を拡大することができ、社会的効率性が高い節電を達成できます。 
② 研究計画 
続いて、本研究期間中の年度毎に直接的に達成する目標を、次のように定めます。 
第 1年度(2019年) 
・ 先端学術的な社会実証を行うために、実証参加同意を得た 2 万世帯を目標としてスマートメ

ーター・データを収集します。 
・ ランダムに選ばれた半分の 1 万世帯を対象に、ランダムにリベートを与える RCT トライアル

実験を行って、実証データを収集します。 
・ ATEを個人属性別に計算し、EWM本実験の実施のためのアルゴリズムの設計を行います。 
第 2年度(2020年) 
・ 1年目の RCT トライアル実験に参加させなかった半分の 1 万世帯を対象に、1年目に計算し

たアルゴリズムに基づいて、介入を受けるように選ばれた世帯にリベートを与える EWM本実
験を行って、実証データを収集します。 

・ RCTによる ATE予測値と EWMによる ATE実績値を統計的に比較検討し、EWMアルゴリズムの
アップデートを図ります。 

第 3年度(2021年) 
・ アップデートされた EWMアルゴリズムに基付いて、EWM 再実験を行って、実証データを収集

します。 
以上の通り、3 年計画で、1 年目に RCT 予備実験を行い、2 年目に EWM 本実験を行い、3 年目に
EWM 再実験を行い、フィールド実験の因果性の識別(RCT)と社会厚生の最大化(EWM)の両立を目指
します。 
 
４．研究成果 
 
研究成果として、主に、下記の論文としてまとめました。 
 
Ida, T., T. Ishihara, K. Ito, D. Kido, T. Kitagawa, S. Sakaguchi, and S. Sasaki (2021) 
“Paternalism, Autonomy, or Both? Experimental Evidence from Energy SavingPrograms,” 
arXiv:2112.09850. 
 
本論文の要旨は以下の通りです。 
 

誰が介入を受けるべきかを特定することは、経済学の中心的な問題です。ターゲティングに
は、父権的アプローチと自律的アプローチという 2 つのアプローチが存在します。パターナリ
スティック・アプローチでは、政策立案者は観測可能な個人の特性を考慮した上で、最適な政
策目標を設定します。これに対して、自律的アプローチでは、個人が異質な政策の影響に関す
る重要な観測できない情報を持っている可能性を認め、彼らが自己選択的に介入を受けるこ
とを可能にします。本論文では、父権的割り当てと自律的選択をミックスした新しいアプロー
チを提案しました。我々のアプローチは、個人の特性と経験的な厚生最大化を用いて、介入を
受けるべき人、介入を受けない人を特定し、介入を受けるかどうかを自ら決定するものです。
我々はこの方法を、無作為化フィールド実験で収集したデータを用いて、省エネプログラムの
ターゲティング政策を設計するために適用しました。その結果、父権的割り当てと自律的選択
を最適に混合することで、政策の社会厚生利得が大幅に改善されることを示しました。フィー
ルド実験によって生成されたランダムな変動を利用して、同じ自律的な介入選択を行う個人
のサブグループごとに平均的な介入効果を推定する方法を開発しました。その結果、推定され
た割り当て政策が、介入される個人、介入されない個人を最適に割り当てることが確認されま
した。 
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